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は じ め に  
貿易取引における痘型的な取引条件（tradeterms）として，CIFやFOB  
などが用いられるとと’は周知めととろである。これらの条件の解釈規則として，  
国際商業会談所（InternationalChamberofCommerce；Ⅰ．C．C・）が採択し  
ているインコタームズ（Incotefms）が，もっともよく利用される。そして，  
そ九の利用にあたり，取引界ではもっはら価格採算条件との関連において用い  
るため，CIFやFOBなどの条件は第一義的忙価格採算条件を意味するとか・  
単なる価格採算用静としてのみ解すべきであるとかいわれる。…この考え方に  
よれば，本船の手配や物品の滅失・損傷の危険の移転などは契約せ全体的に捉  
えて決定すべき問題で，CIFやFOBなどの用帯はそれらの問題に支配的意  
鴇せ持たないことになる。   
これ虹対し，インコタームズが貿易取引当事者の義務の配分について定め，  
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物品の滅失・損傷の危険の移転などの問題を扱っていること，また，アメリカ  
の統一商法典（UniformCommercialCode；U．C．C．）がこれらの用語を引  
渡条件（deliveryterm）と解すべきことを定めている（2）ことなどから，価格  
採算条件のみならず，物品の引渡し，減失・損傷の危険の移転，運送書類の掟  
供など取引の基本的条件を示すものとして解されるべきであると説かれてい  
る。（3）   
インコタームズは，商人の定める任意の解釈規則であり，U．C．C．は一国の  
任意法規にすぎないから，前者の説もあながち否定はできないが，一般的には  
後説が正しいと思う。解釈規則の制定の趣旨とその内容がそのことを裏付けて  
いるからである。後説を否定するためには，取引当事者は価格採算条件として  
のみインコタームズに定める定型的条件を用いていたとの強力な立証が必要ヤ  
あろう。   
ところで，FOB（輸出港本船渡し）条件で輸出する場合，輸出者が慣例に  
ょり船腹の手配をし，運送賃もしばしば前払いされるとの調査報告がある。伸  
そして，この場合，3割を超える調査回答者が，C＆Fの用語を用いるとし  
ている。にもかかわらず，船腹確保が困難であるため，約定の船積期限内忙約  
定晶を積み込めないときは債務不履行の責任を負うとの回答は，全体の2割窮  
しかなかった。   
同じ報告書に，CIF条件で輸出契約を締結し，運送賃着払い（freightCOl・  
lect）とする場合には，C＆Ⅰというインコタームズにはない用語を用いると  
回答した老が4割近くあることが示されている。l引   
これらの事実は，何を物語るのであろうか。インコタームズの制定の趣旨と  
それを用いる実務家の理解とが一致していないことが，まず第一であろう○ そ  
して，実務においては，それらの用語の使用法が，戟然と区別されずに・ある  
時ほ価格採算として用いられ，またある時は引渡条件として用いられたりされ  
るので，売買契約においては引渡条件として用いるのが本旨であるところ，価   
856   
契約と取引の慣行一貿易慣習と U．C．C．  
格採算条件として扱うという混同が生じているのではないだろうか。  
125   
明文の約款や規則がある一方，それとは異なるまたはそれに反する当事者の  
行為の積み重ねや取引実務上の取掛、がある場合．これらをどのように扱うべ  
きだろうか。   
とりあえず，本稿では，いくつかの事例とU．C．C．を参考に素括しておき  
たい。  
I Dixon事件6）  
U．c．c．の公式のテキストができあがる以前に，契約車の解釈にあたり，明  
示の契約文言とは異なる取引の慣行を用いて，文言の平易な意味（plain  
meaning）に大きく修正を加え，論争を招いた事例として，Dixon事件があ  
る。   
本件における主要な事実関係ほ，次のとおりである。原告（Ⅹ）は，ブラジ  
ルの棉花輸出商であり，ベルギーの商人（A）との間で棉花の売買契約を締結  
した。夷終に従い，Aの依掛こより．ベルギーの銀行を通じてニューヨークの  
銀行（被告，Y）が，Ⅹ宛に取消不能信用状（anirrevocableletterof  
Credit）を発行した。借用状には，“C．Ⅰ．F．Ghent／Antwerp”条件での，－  
簿数量の所定の品質の綿花の績み出しを証する船荷証券の全通数（fu11setof  
bil180flading）を含む運送畜類の提供が，為替手形支払いの粂件として明示  
きれていた。また，借用状は，1940年5月15日以前にニューヨークにおいて荷  
為替手形が呈示されるべきものとしていた。Ⅹは∴契約どおり船横義務を履行  
し，2通の船荷証券を入手した。しかしノ，CIF条件の一般的原則に反し，海  
上運送賃を着払い（freightcollect）とした。Ⅹほ，自己の代理人（B）を通  
じ・荷為替手形を適時にニューヨークにおいてYに呈示した0しかしながら・  
ね触券のうち1通は未だニューヨークに到着していなかったので・それに代  
え，‘B詭供の補償状を提出した。Yは，これに対し，（1）船荷証券が全通数漸  
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っていないこと，（2）海上運送賃が着払いとなっていること，の2点を理由と  
して荷為替手形の引受けを拒否した。   
Ⅹは，これを不満として提訴したが，下級審171はYの拒否は正当であるとし  
たので，Ⅹは控訴した。   
この控訴審では，海上運送費の着払いの点を後回しにして，㈱ニューヨークの  
銀行間の運送番類の捷供に関する取引の慣行と信用状の文言の整合性が第1の  
争点とされた。Ⅹ側の主張によれば，未着の運送書掛こ代え，一流銀行発行の  
補償状が提供される場合，たとえ全通数が揃っていなくとも，アメリカ国外か  
らの運送品に関する借用状付の荷為替手形の引受けを拒否しない，とする確立  
した取引の慣行がニューヨークの銀行間には存在していた。下級審も，専門家  
の一致した証言によりそのような慣行（ageneralanduniformcustom）が  
存在していることを認めていた。Yは，これに対し，信用状取引における厳格  
一致の原則（thedoctrineofstrictcomplianCe）を盾にし，また，信用状の  
“fu11setofbillsoflading”という文言に何ら曖昧さはないと主張し．そ  
のような取引の慣行の証拠ほ認められないと反論した。すなわち，借用状郎l  
は専横取引であり，それに定められた条件は文字どおり充足されなければなら  
ない，と強く主張した。   
控訴審は，Ⅹの主張を認めた。その理由として，前述の慣行が確立している  
こと，また，その慣行は合理的であり有用であることを挙げた。事件当時の国  
際的な荷為替取引において，荷為替書類を一組づつ，航空便と船便で別送する  
ことが常識であり，他方，荷為替取引の迅速処理の要請があったから，前述の  
取引の慣行は借用状の明示の文官（具体的には，＝fullset of billsofla・  
ding〃）に有用な意味を与えたとされたのである。   
この判決をめく・って，H．Har丘eldとJ．Honnoldとの間で論争が行われ  
た。Harfieldは銀行取引の専門家の立場から，D．Backusととも阻．信用状  
取引の厳格一致の原則が何にもまして優先すること，また，文言の平易な悪痺   
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が明らかな場合，外部証拠の援用は認められないと論じ この判決は間遠って  
いると非難した。（8I   
これに対し，商事法の書門家の立場から，ペンシルヴェニア大学のHon・  
mold教授は，判決の正当性を擁護した。すなわち，未着の畜類に代え，一流  
銀行発行の補償状をもって国際的荷為替手形の迅速な引受けを行うことには，  
十分妥当な根拠があり，したがってそのような取引の慣行は当事者の合意の前  
捷となっている。仮りに，法の限定的解釈に囚われるならば，取引は萎縮して  
しまうであろう，とHonnold教授は説いている。冊   
今日では，Dixon事件の原則はU．C．C．§2－323（2）（6）に具現されてい  
る。そして，同じく 貞5－113は．荷為替畜類に瑞庇がある場合でも，銀行発  
行の神償状により，荷為替手形の引受け．譲渡などを請求できる旨を定めてい  
る。   
Dixon事件の意味するところは，契約の文言と法の原則が，取引界の要請  
や乗務から観るとき，妥当性を欠いたり実際的でない（unpractical）場合，  
取引の慣行にしかるべき考慮を払い，後者の持つ意味が生かされるよう契約が  
解釈きれ，法の原則の拡大解釈を行う必要性である。また，取引の当事者は，  
商取引の履行の各段階において，自己の営業地の取引の慣行のみならず，相手  
方や場合によっては第三者の営業地の取引の慣行にも注意を払わねばならない  
ことになる。そして，特に反対の意思表示をしなければ，契約の履行に関係の  
ある地方の取引の慣行に従うことに暗黙の合意を与えたものと解される0囲さ  
らにほ，平易な意味を持つ明示の文言も，取弓lの慣行により大きく修正される  
ことがあることを，Dixon事件は教えてくれる。  
そこで，次に，契約の解釈において，取引の慣行をどのように扱うべきかつ  
いて，U．C．C．の態度を参考のために一骨しておきたい。  
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Ⅱ U．C．C．と取引の慣行  
U．C．C．§ト102は，その解釈に際して取るべき態度として，次のよう・に定  
めている。U．C．C．の基本的政策と目的に沿って柔軟に解釈し，それらを一層  
推進するよう同法の適用が行われなければならない。そして，基本的政策と目  
的の一つとして，同条は，慣習（CuStOm），慣行（usage）および当事者の合  
意を通じて．取引実務（COmmerCialpractices）の絶えざる発展を可能ならし  
めることを宜明している。Ll功   
そして，取引の経緯（COurSeOfdealing）と取引の慣行（usageoftrade）  
について，U．C．C．は，商取引における契約解釈にあたり，一般的な辞車的意  
味でなく，専門的で個別具体的な意味を探究する手掛りと位置づけている。契  
約の明示の内容と取引の経緯，取引の慣行は，妥当なかぎり，互いに生かされ  
るよう解釈されるべきであり，矛盾する場合は契約の明示の内容が使先し．つ  
いで取引の経緯が取引の慣行に優先するとされている。個換言すれは，契約の  
商業上の事情（COnteXt）を成す取引の経緯と取引の慣行は，契約の明示の内  
容を説明し，補足または制限する機能が与えられている。この点は，さらに・  
売買については§2→202に定められたいわゆる口頭証拠（または外部証拠）の  
原則（parolorextriTISicevidencerule）によって補強される。当事者間の含  
意内容を最終的に確認する契約書，確認書等の内容ほ，この原則により，それ  
以前のいっさいの合意およびそれらの書面作成時になされた口頭の約束匠優発  
する効力が与えられる。そして，曖昧さが契約書等に残っていると認められる  
場合・取引の経緯，取引の慣行または履行方法（COurSeOfperformanCe）脚  
によって説明し，補足することにより曖昧さを取り除くことが許されている。  
ここにいう曖昧さは，専門的で具体的な取引上の意味の曖昧さをも含むのであ  
る。凋  
取引の慣行の場合にほ，契約の履行される場所の取引の慣行が，契約 の履行   
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方法・程度専に関して契約解釈のため援用されるべきものとされている。仕切   
議論を先へ進める前に，取引の経緯と取引の慣行のそれぞれについて，  
U．C．C．の定義を明らかにしておくことが適切であろう。  
取引の経緯とは，特定の取引当事者の，契約成立前における一連の行為で，  
取引交渉中において了解の共通の基礎を成すものとみなすことが，公平・妥当  
なものをいう。附   
これに対し，取引の慣行ほ，ある地域，職業または業界における取引の実務  
（practice）またほ方法（method）であって，当談取引に関して遵守されるで  
あろうと期待することが当然であるとみなしうる程度に成熟したものをい  
う。㈹   
取引の経緯が個別具体的なのに対し，取引の慣行はより普遍的なもので，契  
約の明示の内容に特定の取引上の意味内容を与えるものである。したがって，  
特定の地域または業界において取引に従事する者ほ，取引の慣行を事実上知っ  
ているか知っているべきものとされる。㈹   
以上のように，U．C．C．は，取引の慣行には，法の確立した原則を否定する  
効力を与えてはいない。しかし，契約の明示の内容に商取引上の意味を与える  
ことが重視され，たとえ言葉の平易な意味が明白で曖昧さがなくても，取引の  
慣行の証拠は認められる点で口頭証拠の原則はU・C・C・により修正された。幽   
法の確立した原則を否定する効力が取引の慣行には与えられないということ  
と，口頭証拠の原則の適用において曖昧さの存在という前提条件をほずしたこ  
ととの間に安定した平衡が保たれるであろうか。これを保つ条件として・  
U・C・C．は，取引の慣行を契約解釈の証拠として許容する終息一方の当事者  
虹不意打ち（unfairsurprise）を与えることになってはならないとしてい  
も。軸換眉すれば，当該取引の慣行の存在が知られていること－ その内容が明  
快であることの2点が，前述の平衡関係を保つ条件であろう。拗  
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Dixon事件の場合，少くとも信用状の発行銀行（Y）と受益者である売主  
（Ⅹ）の代理人の間では，2つの条件が充足されていた。したがって，信用状の  
開設俊樹人であるベルギー側では，その判決を甘受し，国際的取引の場合は特  
に，履行の一部が行なわれる地域の取引の慣行と，取引自体が売買であっても  
売買に伴う運送，金融，保険などの特定の取引の慣行についての不知の危険は，  
当事者が契約の明示の文言によって対処せよ，とDixon事件の判事は言った  
ことになる。この点については，ここでしばらく措き，U．C．C、採択後の判例  
を見てみよう。  
Ⅲ Columbia Nitrogen事件など凶  
音虜の事件の主要な事実は，次のとおりである。   
被告で買主であるColumbiaNitrogenCorporation（以下，Yという）と  
原告の売主であるRoysterGuanoCompany（以下，Ⅹという）との間で，  
肥料の売買契約が1967年5月8日に締結された。契約の期間は，1967年7月1  
日より1970年6月30日までの3年間とし，毎年最低31，∝旧トンを売買する。期  
間については，Yの申し出によりⅩの承諾せ条件として延長できること，契約  
価格は生産原価に基づき調整することを内容とするニスカレーシ′ヨソ条項を条  
件とすること，などが明文をもって約定された。そして，「本契約書は．合藩  
のすべての条件（termsandconditions）を表示レ・・・‥，いっさいの口頭の  
了解事項はこれを認めない」とするいわゆる完全合意条項（entireagree・  
mentclause；rnergerClause）が挿入されていた。   
ところが，当畝肥料の値崩れが生じたため，Yは，Ⅹに値下げを求め，Ⅹが  
これに応じたにもかかわらず，最初の年は契約数量の1割にも満たない肥料し  
か引き取らず・遂にほⅩはYの計動こおいて契約価格を相当下回る価格で残部  
を売却してしまった。そして，Ⅹは契約違反を理由にYを訴え，下級審でlま  
＄750・㈱の判決を得たo Yほ，これに対し，取引の慣行および取引の経緯が   
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証拠として排除されたことを不服として捜訴した。   
Yが存在すると主張している取引の慣行は，肥料の売買契約における明示の  
価格および教皇条項は単なる見通し（mereprojections）であって，市場の  
動向に応じて調整されるべき性質のものである，ということであった。作柄や  
気象条件が不安定であり，作付，政府の農業援助計画などの要因が市軌こ大き  
く影響するため，そのような取引の慣行が成立しているとの業界人の証言も得  
られた。   
また，Yは，Ⅹとの間に次のような取引の経緯があり，両者の合意の前提を  
なしたと主張した。それは，過去6年の間，両者の取引において，たびたび契  
約数量・価格の変更，逸脱がなされてきており，うち4回は契約しながら何ら  
約定晶の引取りがなかったということであった。   
Yの主張する取引の慣行および取引の経緯と口頭証拠の原則との優先関係が，  
換訴蕃の重要な争点であった。   
契約の明示の内容に，一般的な曖昧さはなかった。また，完全合意条項も契  
約に含まれていた。しかし，U．C．C．は，そのような場合でも，取引の慣行お  
よび取引の経緯の証拠を，契約解釈の証拠として認容している。したがって，  
十分な立証が得られれば，取引の慣行および取引の経緯ほ証拠として認容され，  
契約の明示の内容と合せて，全体として契約が解釈されることになるとの立場  
を裁判所ほとった。そして，完全合意条項が取引の慣行および取引の経緯を・  
明文をもって排除していないこと，教員・価格調整条項が契約に含まれていな  
いこと，などを理由に，取引の慣習および取引の慣行を含め，契約に全体とし  
て一貫した解釈を加えうると判断し，再審を認めた。  
ColumbiaNitrogen事件は，次の点を明確にした○  
（1）契約が明文をもって．取引の慣行および取引の経緯を排除しないかぎり・   
契約の明示の内容と一見矛盾するように思われても，取引の慣行および取   
引の経練の証拠について柔軟な態度をとるべきこと。したがって・完全合  
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意条項が特定的に取引の慣行などに言及していなければ，取引の慣行およ   
び取引の経緯は排除されないこと。糾  
（2）エスカレーション条項が，偶発事由について言及せず，本件のような市   
場の著しい変動について規定がない場合，取引の経緯がこの空自を埋め一   
貫した解釈を与えうるとしたこと。  
（3）したがって，契約と取引の安定性を確保しようとすれは，契約の文言は   
特定的で網羅的であらゎばならないこと。   
Columbia Nitrogen事件は，U．C．C．§2－202の口頚証拠の原則に忠実で  
あったが，契約の安定性の要請に深刻な打撃を与えたとの批判が加えられてい  
る。困しかし，だからといってU．C．C．の柔軟な口頭証拠の原則に枠をほめて・  
取引の慣行などに硬直した扱いをすることは妥当でないと思う。   
問題は，援用された取引の慣行および取引の経緯の立証方法にあるだろう。  
すなわち，取引の慣行が，どの程度明確なものであり，相手方が当然知ってい  
るべきものである掛こ確立しているかが問題である。そして，この問題が解決  
されたとしても，解釈の対象となる契約の種類と取引の慣行の関連性が十分辞  
められるか否かを判断しなけれはならない。   
U・C・C・ほ，取引の慣行の存否は事実問題であり，もしそれが，例えば・業  
界の取引規則として成文化されているならば，法律問題として扱うことを定め  
ている0それ以上のことは，証拠法の問題となる，というのがU．C・C・の基  
本的態度であろう。   
ColumbiaNitrogen事件の場合，業界の専門家9人の証言を得て，取引の  
慣行の立証が企てられた。しかし，うち6人ほ，ColurnbiaNitrogenの関係  
者であったといわれる○残りの3人の証言は，必ずしもColumbiaNitrOgen  
の主張する取引の慣行の存在をそのまま認めていない。囲また，3年忙わたり，  
年間最低数量31，㈱トンを取引する契約として，その交渉に多大の時間と闊用   
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を要したことは容易に推測される。したがって，事実問題としての取引の慣行  
の存在の立証に慎重を期すべきであった。   
個々の商取引の背景を成す事情について，これを取引の慣行と取引の経緯に  
分け，契約解釈に自由に生かして仁契約の明示の文言の専門的で個別具体的な  
意味を探究せんとするU．C．C．の目的ほ，十分尊重されなけれはならない。  
しかし，取引の慣行や取引の経緯の立証方法を誤まると契約や収引の安定性を  
ゆるがすか，ややもすると硬直した契約解釈をもたらすことになろう。この両  
嶋の中間にあって妥当な契約解釈を達成するためには，正しい立証方法をとる  
か取引の慣行の明文化を計るかのいずれかであろう。そして，取引当事者は，  
後者の方法すなわち取引の慣行を契約の明示の内容としたり，業界の規則とし  
て成文化することによって，契約内容に明確性がもたらされることを再認識す  
べきであろう。  
Ⅳ 明示の契約内容，取引の慣行および商事仲裁  
ColumbiaNitrogen事件のような場合に，個々の契約当事者が対処する方  
法として，一つ一つの契約ごとに緻密で全方位的な内容の契約育を起草し・そ  
れに完全合意条項を挿入しておくことが考えられる。一方，この方法にほ取引  
の交渉に時間と費用をより多く必要とする欠点がある。時間と費用を考慮すれ  
は，契約に明示すべきことと，取引の慣行や取引の経緯に委ねることとの間で  
適当な配分を計ることが重要である。それにより・取引交渉の時間と費用を節  
約し，契約の履行に一定の柔軟性が残される○   
これが，取引の慣行などが果している重要な槻能である。この機能の他に，  
契約の明示の内容な説明，補充および制限する機能が，取引の慣行などにはあ  
るがl取引の慣行などが明文化されていないと困難な立証問題が残る。   
この立証問堪の軽減・解消のた捌こも●インコタームズなどが設けられたの  
である○したがって，インコタームズなどの国際商取引に関する規則の取掛、  
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が，統一されていなけれはならない。この統一は，最終的には裁判をとおして  
達成されるが，本来，取引実務家の手でなされるべきであろう。その方法は，  
規則の制定趣旨を制定老自身が明確にすることであり，契約解釈を明確にする  
ため取引当事者が契約備結後においても十分な意思疎通を計るべく努力するこ  
とであろう。商人の自治のためには，この点で，商事仲裁が有効な方法であろ  
う。   
日本では，商事仲裁が十分活用されていないが，インコタームズや信用状統  
一規則（Uniform Customs andPractice for Documentary Credits）など  
の慣習的規則をめぐる紛議が仲裁に付託され，仲裁判断が公表されることが望  
ましい。それにより，取引の慣行の明確化がはかられ，取引の慣行の立証問題  
が軽減できるからである。   
冒頭で述べた，インコタームズに定める定型取引条件を専ら価格採算条件と  
して実務家が扱う点について，その是非が商事仲裁において取り上げられて良  
いであろう。そうすれば，国際売買契約の用語としては，むしろ引渡条件と判  
断されることになろう。なぜならば，そうでないとExShip（輸入港善  
し）とCIFを別個に定義する意味がなくなるからである。酌   
また，CIF，LandedやC＆F，Landed，CIF，DutyPaid，C＆Ⅰなどの用  
語が使用されることもあるょうだが，翻それらの性質についても商事仲裁など  
をとおして明確にされなければならない。これらの用語については明確な成文  
の定義がないので，事実問題であるの取引の慣行の存否の立証が，U．C．C・で  
は先ず取り上げられるであろう。そして，取引の慣行として認められないなら  
ば・当事者間の取引の経緯，履行方法として事実問題となろう。凶   
日本の取引実務では，国際物品売鼠契約の一般条項（generaltermsa鵬  
COnditions）のなかで，しばしばイン′コタームズの援用が定められている。そ  
こで，インコタームズに定義されたCIFと前述のCIF，Landedなどの牲ダ  
の一貫性が問題になろう。CIFは，横地売買（＄hipmentcontract）と佐井決   
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定されるのが確立した見解である。“Landed’，や“DutyPaid”という陸揚  
地渡しを示唆する文言は，CIFの性質と一致しない。にもかかわらず，CIF  
と同じ横地売買とするためには，Dixon事件の場合のように，一般的に確立  
した慣行として，“Landed”や“DutyPaid”の文言に陸揚費用や通関費用  
を輸出者負担とするものの，依然として積地売買であるということが立証され  
なければならない。輸出者が輸入地に支店等をもって陸揚げの手配をすること  
ができれは，実際的にも可能かもしれないが，輸入地に支店専がなけれは，そ  
うした手配を引き受けることは非現実的であろう。餉むしろ，大手商社などの  
間の取引の経緯の段階のものとみなし，－十駿的な慣行としてはCIFと同種の  
ものとみなさないのが妥当であろう。これほ，1980年版インコタームズの緒言  
7．の次のような忠告によって蓑付けられよう。  
「……（CIFcustomsdutypaid）条件，あるいはこれらに類似した表現を   
使用するに際して，細心の注意を払わなければならない。C＆FおよびCIF   
に叫語あるいほ一字でさえも付け加えることは，時として全く予期しない結   
果を生ずることになり．その契約の性質を変えてしまうことがある。裁判所   
が，このような変形のあるものを，C＆F葵約もしくはCIF契約と認める   
ことを全く拒否することは，商人がよく知るところであろう0」餌  
仮りに，問題の用語が輸入者と国内の買主の間で用られるのであれば・ひと  
まずExQuay（輸入港埠頭渡し）と同じく揚地売買（destinationcontract）  
であると判断するのが無難であろう。この点では，CIFほ価格採算用帯と誤  
解されているといえよう。問  
いずれにしても，商事仲裁などを通じて，インコタームズにない取引用語に・  
取引実務上の確立した解釈・定義が早く与えられることが望ましい。  
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む す び  
商機は，時々刻々変化する。契約は迅速に締結され，商機を確保しなけれは  
ならない。商取引の契約ほ，いきおい簡潔なことが求められる。しかし，契約  
終了までに生じるいろいろな事態に対応しうる契約内容でなければならない。  
そのためには，契約の明示の内容が，明確で網羅的かつ特定的でなければなら  
ないが，簡潔・迅速性・柔軟性の要請と衝突する。   
法律は，技術革新や経済事情の変化を後追いするものである。商取引におい  
て，技術革新などに対応しようとすれば，契約の明示の内容は革新的でなけれ  
ばならない。しかし，革新的な契約は，結果を予測しがたい場合も多かろう。  
このことは，コンテナによる国際複合運送契約の革入期を見れは，容易に理解  
される。   
商取引の契約に求められる簡潔性と革新性は，明確な取引の慣行の存在によ  
って充足される場合が多い。そして，この取引の慣行は商人の自治を通じて安  
定的に発展させられなければならない。そのためにも，業界間体の規則制定舵  
力の発揮と商事仲裁の発展が望ましい。   
終りに，本稿で取り上げた問題は，多面にわたるので，推敲を束ね改めて請  
じたいと思う。   
注（1）例えば，柏木昇「国際的物晶売買」（遠藤浩他監修『現代契約法大系』第8巻，国   
際耶l契約（1），有壁臥1983），p・205参軋この個所の前後の叙述は，再検討を要   
するのではなかろうか。  
（2）U．C．C．§§319－320．  
（3）朝岡良平『貿易売買と商慣習』（第三版，東京布井出版，1981），pp．167－8・  
（4）国際商事仲裁協会『貿易慣行調査委貝会貿易慣行アソケート調査総合報告書』（国   
際商事仲裁協会，1975），p．31以下。  
（5）同上，p・390なお，小林晃rFOB，C＆F売主の有するContingentIntereSt」『鳶   
城照三博士古稀記念・損害保険論集』（同論集編集委員会隠損害保険事業研便所・   
1976），p・121参吼   
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（6）Dixon，Irmaos＆CiaY・Cha8eNationalBank，144F．2d759（2dCir．1944），   
Cert．denied324U．S．850．  
（7）53F．Supp．933（SDNY，1943）．  
（8）CIF条件では，常に運送動ま前払いされなければならないとする慣習ほなく，運   
送賃揚地払いとし，送り状金額から差し引くことも行われているとし，信用状条件か   
らの逸脱があったといえない，と判示された（144F．2d759，7鋸）。  
（9）D．Backus and H．Har点eld，C射ね桝〃削＝k抽椚＝げGⅦれ㌧〃ねβね御，ル桝80S   
Cα5g，52Colum．L．Rev．589（1952）．  
鋤J．m）nmOld，エβ抽rgげCr由れC叫ざ紬桝，〟i5ざf舛gヱ）oc〟桝β乃ね〃舛d7Ⅶg上方肌用   
C如βごA鋤かわβ〃√鳥〟∫α〝dガ〃，ゾβ紘53Colum・L．Rev．504（1953）．   
Honnold教授の主張は，故障付船荷証券（foulB／L）を回避する目的で作成され   
る詐欺的意図のない柿餅状（letterofindemnity）を用いる海運取引の慣行にも妥   
当する。  
帥 NanakuliPaving＆RockCo．v．Shel10ilCo・，Inc・，664F・2d772，779（9th   
Cir．19る2）．  
拍 Commentsl＆2toU．C．C．§ト102．Nanakuli専件でほ，裁判所は，法の狭義   
のかつ古い原則にこだわって，新しい取引の慣行（przLCticesand usages）の発達を   
阻害してほならない，と同条の趣旨は解釈された（ibid，p・790）。  
的 U．C．C．§1－205andComrnentsl＆4．  
叫 U．C．C．52－208（1）．  
的 元来，裁判所は契約を作らないのが当事者自治の原則だが，いったん履行に若手さ   
れた契約は，可能なかぎり黙示の内容で補充した方が良いのであって（W・Hawkland，   
SalesConlraci乃rmsundcr T策βUCC，17UCCLawJ・195．196（Winter1985））一   
人々の認識が環境に左右されるのであるから・できる限り取引の目的や履行時・契約  
時の取引の状況（COmm併Cialsetting）を取引の慣行などを通じて取り入れるのが当  
然である（ChaseManhattanBankv・Fir＄tMarionBank・437F・2dlO40・1046－  
8（5thCir・1971））。そして，U・C・C■§§1－205・2－202は・新しい口頭証拠の原則   
を成すが，U，C．C．§ト205（4）は少し厳格にすぎるのでほないかとの批判がある  
（R・Ⅹirst，仇α邸〆ルαdβ〃〝♂C〃〝′5β〆伽〃肋gござ〟如′∫i〃〝〆乃‘〃CC   
乃eoり．1977LawForum811，817）。売買の場合は・§2－202と同条のCommentl  
の庵旨が優先しよう。なお，Note，C“stomand升adeUs岬，55C0lum∴LRev・  
1192＝195（1955）およびJ．Levie，升劇お仇脚〃〃d伽血桝〟”虎＝カβC抑  
恥町払＝血＝毎仇駒川C〃桝桝卯ね′C〃鴎40NYUL・Rev・1101（1965）と  
J・WhiteandR．Summers，Un的rmCommeYCialCbde（Hornbook）・（We＄tPub・，  
1972）s3－3，p．糾ならびに1A〃加〃扉∫〝”帥r桝C¢桝湘′CねJC励3rded・  
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（The LawyersCo・Op．Pub．，1981）さ1－205参鳳。口頭証拠の原則ほ，陪審制魔の   
影響が大きいことを付言しておきたい。  
㈹ U．C．C．§1－205（5）．  
研 U．C．C．§1－205（1）andComment2．そして，一定の継続性が要求され．2，   
3何程度の過去の取引方法だけでは必ずしも十分ではない（Siderius，Inc．v・Wal・  
1ace Co．，583S．W．2d852（Tex．Cir．App．12thDi＄t．1979）。取引の経緯に，取   
引の交渉は含まれないとするのが通説（R．Nordstrom，エ〃抄げ5〃ね5（Hornbook）・  
（West Pub．1970），pp．152－154。  
個 U．C．C．§1－205（2）andComment4．コモソ・ローの慣習（CuStOm）との相違   
については，Levie，Supra，p．1102以下参照。  
㈹ 例えば，特定の業界で取引していること自体．その業界の一般的慣行ほ理解してい   
るものとの推定がなされる（Heggblade・Marguleas・Tenneco，Inc．Y．Sun8hine   
Biscuit，Inc．，59Cal．App．3d948，131Cal．Rptr．183（1976），Nanakuli，8upra・）o  
栂 CommenttoU．C．C．§2－202．これは，K．LlewellynとA．Corbinらの考え方   
に基づくことは周知のところである（A．Schwartz arLd R．Scott，Commc”iol   
乃●〃が〃Cfね〝∫（Univ．CasebookSeries，FoundationPress，1982），Ch．1）。  
糾 U・C・C・さ1－205（6），KirBt，Supra，p．859．  
吻 取引の慣行の場合，存在することがよく知られていること自体が，その慣行の妥当   
性の証明とされている（Comment6to U．C．C．il－205）。  
鍋 ColumbiaNitrogenCorp．v．RoysterCo．，451F．2d3（4thCir．1971）．Nan8■   
kuli・8upra・Warreni9Ⅹiddie Shopping，Inc．v．CasualSlack8，Inc・，120Ga・   
App・578，171S．E．2d643（1969）．な＃，ColumbiaNitrogen事件の契約内   
ついてほ，ibid．pp．6－7参照。  
糾 R・Due8enburg，Soles，Bulk Tran層々′andDocumenL〆77LLe，38Bu8・LaW・  
1114（1983），Hawkland．8upra，p．209，Nanakuli，8upra，p．805．N．Ben如1d・   
Gβ彬和J丹抑ねわ那，ぶ血，助J鳥助毎36加8．Law．1274（1981）は，附合葬締   
約軟である完全合意条項匿ついて批判的である。  
鱒R・Dut馳nburg●G¢附〃g伽pねね〃∫，5〃Jg∫，蝕拍升〃〝巾r，〃涌か脚桝‘ガ‘5〆   
耶晦28Bu8・L8W・805，824（1973）．  
㈹W・Bighamは，U・C・C・の口環証拠の原則の下では，：正証や推定が難かしく・ 不  
確実性が増したのではないかと述べ（伽酬幽恥助励〝劫姉血曲面  
ル桝Co桝棚′ぬ∫Cぬ，21Vand・LRev．177（1968））∴立証方法の重要性を強調し   
ている。また・Lip8Chutzv・GordonJewerlyCorp．，373F．Supp．375（S・D・TeX・  
1卯4）では・関係の取引他の慣行を調べ，かつ31件の宝石の盗難事件の脚の仕が   
うち25件について飼ペ，申し立てられた解決方法につき慣行が成立しないとした。こ  
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のょうに供重な立証が重要である。しかし，Columbia Nitrogen 事件忙おける業界   
人の証すの入手の仕方は，本文にも引用した通り杜撰であった（Kir叫Supra，p．   
糾6）。  
帥 FOI‡ve58el条件で，定期船貨物を唄引する場合，船腹の手配はしばしば売主が行   
っている。価格採算面ではC＆Fと同じであるのIこ，C＆F としない理由があると   
すれは，船腹の手配義務の性質や運送賃変勤の危険，海眉間盟への配慮などが関係し   
ているからである。だとすれば，定型取引条件の価格採算条件とLての性格はむしろ   
結果であって，売買契約上は引渡条件とみるのが上り妥当であろう。  
軸 加膝修『最新国際海上保険実削（成山笠1984），p・14，沢谷源蔵『ポイント貿易   
商務』（同文館，1968），p．19，および証5）参照。  
軸 LondonArbitrationにより，イギリスの判例法が適用される場合は，二本文のよう   
に扱われるだろう。  
的 拙稿「C．Ⅰ．F．，dutypaid条件」『商経論集』第19号（早稲田大学大学院商学研究   
札1970），p．1参照。  
帥 朝岡，前輪書，p．393。  
細 大手商社が海外からCIF条件でかつ自己勘定で輸入した物品を，厚内に書類渡し  
（町L渡し）として転売するとき，CⅣ条件に準じてCIF，DutyPaid条件で国内   
の引取先にオファーすることはあるかもしれない0しかし，それレま・日本の国内耶l   
上の用語であっても，国府間の売ヌ集件としては一般的でない。また・大手商社が委   
託なうけてCIF条件で物品を輸入し，これを香托者に対し輸入通関済の状態で引渡   
すとき，インボイス両でCIF．DutyPaidと表示することはあろう。これも・日本   
の国内取引上の用語である。  
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